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1.はじめに
わが国の消費税をはじめとする付加価値税 (VAT)タイプの税においては、重複課税を回避する
目的で税額控除の仕組みが採用されている。ただし、税額控除には制限があり、課税売上げに対応
する課税仕入れに係る税は税額控除を認めるものの、非課税売上に対応する課税仕入れに係る税は
税額控除を認めないこととされている。ところが、事業者が行う活動には、課税売上げにも非課税
売上にも該当しない活動(あるいは取引)が存在し1)、こうした活動にも、これに対応する課税仕入
れが存在する。こうした場合、当該課税仕入れに含まれた消費税は、税額控除が認められるのか杏
か、もし認められるとして、その範囲はどうなるのか、という疑問が生まれる。
なお、わが国の現状をみると、必要に応じ実務的な解決が図られている。例えば、国外取引に対
応する囲内での課税仕入れの取扱いや株式発行に対応する課税仕入れの取扱いについて実務的な取
扱いが通達で示されている。ただし、そこで示された取扱いの妥当性あるいは合理性については、
これまで深度ある議論がされてこなかったように思われる。
これに対して、欧州では、近年、欧州連合 (EU)の付加価値税 (VAT)において、課税取引と非
課税取引のいずれにも該当しない取引(課税対象外取引)と税額控除の関係に係る興味深い事件が
欧州司法裁判所 (ECJ)の場で争われ、本来の事業活動以外の活動に対応した課税仕入れに係る税
額控除についての議論が深まっている。
そこで、本稿は、こうした課税対象外とされる活動(あるいは取引)に対応する課税仕入れに含
まれる VATあるいは消費税の税額控除の可否あるいは範囲について、理解を深めるために検討を
試みるものである。
進め方は次のとおりである。
まず、論点を明確にするために、前提的な議論を行う。その際に、わが国における消費税法の規
定とその解釈の現状を検討する 2)。なお、公共法人等や公益法人等の受取る特定収入に関して興味
深い規定があることにも言及する。
次いで、欧州における Securenta事件に関する ECJの判決を中心として、欧州連合の付加価値税
(以下、 iEUVATJと称する。)における課税対象外と税額控除の関係に関する欧州での議論を見て
いくこととする。
そのうえで、本件に関する論点について考察を試みたい。
2.税額控除の制限のあり方(問題提起)
2. 1.総論
2. 1. 1.概説
わが国の消費税は、「消費に対する一般間接税Jのうちの「付加価値税 (VAT)タイプjの税のー
1)こうした取引の全体を示す明確な文言は存在しないが、不課税取引あるいは課税対象外取引と称されること
がある。いわば、課税・非課税の議論から無視されてきた分野と言える。
2)事業者の個人的消費に係る税額控除に対する消極的なスタンスが判明する。
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種と考えられる。消費課税における本来の課税対象は最終消費者の消費であるが、実際の消費その
ものを課税対象とすることは困難であることから、消費支出に関連した取引を課税対象とし、当該
取引の売主たる事業者を納税義務者とする仕組みが採用されている 3)。消費の主体である消費者
は、物品およびサービスを購入するに当たり、税金を含んだ対価を支払うことで、実質的な税負担
をすることが想定されている 4)。なお、付加価値税タイプの税では、生産から流通までの全ての段
階の取引を課税対象とする多段階課税を採用するとともに、そこで必然的に発生する重複課税(カ
スケード)を防止するために前段階税額控除の仕組みが採用されている。
2. 1. 2. 日本型VAT
わが国の消費税は、 EUVATと同様、基本的には前段階税額控除の仕組みを採用しているが、日
本型ともいうべき特徴を有している。それは、税額控除を認めるに当たり、売主たる事業者が消費
税を納付したか否かを問わず、買主たる事業者は自らの物品またはサービスの購入記録等に基づい
て仕入税額を算出し、その税額を控除していることである。すなわち、正確な意味で前段階税額控
除ではなく、前段階において納付があったと見なした税額を税額控除するものである。
その結果、売主に納税がない場合であっても、買主たる事業者には税額控除の権利が発生する。
すなわち、売主が課税事業者たる納税義務者でない場合、すなわち、免税事業者5)または消費者の
場合には、売主の付加価値に対応する消費税が買主の段階で過大に控除されている 6)。
2. 1. 3.事業者と消費者
消費課税の世界の登場人物は、事業者(課税事業者を指すものとする、)と消費者(非課税あるい
は免税の事業者を含む。ただし、税法上、表面には表れない。)である。物品またはサービスの取引
が行われた場合、買主は売主に消費税を含んだ金額を支払い、売主はこの受け取った消費税を国庫
に納付する。買主が事業者の場合には負担した税に相当する税額控除の権利が認められ、買主が消
費者の場合には税額控除の権利は認められない。すなわち、事業者は、消費税の納税義務者ではな
るが消費税は負担しない。他方、消費者は、納税義務は負わないが、消費税を負担することになる。
2. 1. 4.納税義務者が事業者に限定される理由
消費税において納税義務者が事業者に限定されているのは何故であろうか。
3)消費課税とは、具体的な税としては、付加価値税タイプの税として、わが国の「消費税J、欧州では、「付加価
値税 (VAT)J、カナダ、オーストラリア等での「物品サービス税 (GST)J、および、米国やカナダにおける小売
売上税タイプの税を指すものとする。なお、本稿で議論するのは、主として、付加価値税タイプの税である。
なお、本稿では、適宜「消費税」ゃ rVATJの用語を用いるが、基本的には同義のものとして用いる。
4)本稿では、議論の進行をスムーズにするために、用語として、「資産の譲渡等Jと「物品およびサーピスの供
給」は基本的には同義として論ずる。また、「不課税取引」と「課税対象外取引」は、基本的には同義とする。
課税取引と非課税取引を合わせたものを「課税対象取引」と称する。「資産の譲渡等Jは「課税対象取引Jと同
義となる。
5)消費税法9条が根拠となる。なお、「消費税法」は以下、適宜、「法」と表記する。
6) EUの場合には、生産・流通プロセスに免税事業者が介在すると、逆に、重複課税(カスケード)が発生する。
これは、免税事業者が中間投入物として購入した物品またはサービスが二度課税されることによるものである。
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消費税の本来の課税対象が「消費」であり、かつ、取引における売主(すなわち、物品およびサー
ビスの供給者)が納税者義務者であるとすれば、納税義務者を事業者に限定すべき特別の理由は存
在しない。すべての消費を課税しようとすると、事業者以外の者による供給や偶発的な取引も課税
対象とすべきであるO しかしながら、他方で、間接税のおける課税の効率性7)を考慮すると、納税
義務者を継続的な事業を行う者に限定することが合理的となる。
特に、雇用主にサービスを提供し給与を得ているサラリーマン(給与所得者)を納税義務者から
除外することは、納税者数を少なくするうえで重要である 8)。なお、給与所得者がサービスを提供
する相手方(雇用主)の多くは課税事業者である。したがって、給与所得者からのサービスの供給
(仕入れ)に係る税額控除を認めないことで、給与所得者を納税義務者から除外することから生ずる
税収上の損失を縮小していると考えられる 9)。
2. 2.課税対象、非課税、輸出免税
課税事業者が物品またはサービスを供給すると、当該取引は課税対象となり 10)、消費税を納税す
る義務を負うことになるが11)、二つの例外が設けられている。非課税と輸出免税である。
非課税は、福祉そのたの政策的目的あるいは技術的理由から設けられているものであり、わが国
の消費税法では、第6条がこれを定めている。それによると、別表に掲げた13種類の取引が非課税
とされている12)。非課税は、当該取引には消費税を課さない一方で、対応する課税仕入れには税額
控除を認めないというものである13)。
なお、輸出免税は、課税取引には該当するが、輸出であることを理由として課税を免除するもの
である14)。なお、この場合には、非課税の場合と異なり、対応する課税仕入れに係る税額控除が認
められる15)。いわゆるゼロ税率が適用されたのと同様の効果が発生する16)。
さらに、非課税物品が輸出された場合には、本来であれば、税額控除が認めらないのであるが、
法31条は一定条件のもとで、輸出免税の扱いを認めている。すなわち、対応する課税仕入れについ
て税額控除が認められる。
課税仕入れが課税売上と非課税売上の双方に用いられる場合(あるいは、区分が明白でない場合)
には、課税売上割合を適用することとされている17)。
7)取引において売主が少数で買主が多数の場合、売主を納税義務者とすることに合理性がある。
8)給与所得者が納税者となった場合に必要となるであろう事務量を大きく軽減する。
9)わが国の消費税では、日本型VAT(帳簿方式)であることから、買主に売主の納税がない場合でも税額控除
の権利が発生する。そこで、課税仕入れの定義(消費税法2条1項12号(定義)の最初の括弧書き)において、
給与所得者のサービス提供を課税仕入れから除外している。
10)法4条1項(課税の対象)
ll)法5条1項(納税義務者)
12)法別表1は、土地の譲渡および貸付け、有価証券等の譲渡、利子や保険料などを掲げている。
13)消費税法30条2項:非課税売上げ対応の課税仕入れにかかる税額控除を不可としている。
14)法7条:課税対象ではあるが、納税が免除される。
15)法30条:輸出を課税売上げに含めることで、仕入税額控除の対象となる。
16)ゼロ税率は、一部の国で用いられているが、売上に軽減税率として0%の税率を適用する一方で、、税額控除
の面では課税売上げがあったこととするものである。
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2. 3.課税事業者以外の者が行う取引
課税事業者以外の者が行う物品やサービスの供給は、当然のことであるが、すべて課税対象外取
引となる。免税事業者18)による物品またはサービスの供給、給与所得者による雇用主への役務の提
供、課税事業者以外の者による土地や建物の偶発的な売買取引などである。課税対象外取引は、非
課税とされた取引ではないが、課税対象とならない19)。こうした課税事業者以外の者が行った取引
に対応する課税仕入れが存在するが、これらもまた課税対象外として税額控除は認められないと考
えられる20)。
2. 4.事業として
わが国の消費税法には、「事業として」の文言が用いられている。この文言の実務上の解釈は次の
とおりである。
まず、課税対象とされる取引としての「資産の譲渡等」の定義において「事業として」の文言が
用いられている。消費税法基本通達5-1-1 (事業としての意義)は、この文言について、次の
ように規定している。この通達で特に注目されるのは、注2において、法人の場合にはその取引の
全てが「事業としてJに該当するとしていることである21)。
「法2条第1項第8号(資産の譲渡等の意義)に規定する「事業として」とは、対価を得て行
われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供が反復、継続、独立して行われることをいう。
(平23謀消1-35改正)
(注)1 個人事業者が生活の用に供している資産を譲渡する場合の当該議渡は、「事業として」
には該当しない。
2 法人が行う資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供は、その全てが「事業として」に
該当する。 J
次に、法30条1項で用いられる「課税仕入れ」の定義において、「事業として」の文言が用いられ
ている22)。これについて、消費税法基本通達11-1-1(課税仕入れ)は次のように規定する23)。こ
れにより、個人事業者の家事費に相当するものが税額控除から除外されている。
「課税仕入れとは、事業者が、事業として資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供
を受けることをいうから、個人事業者が家事消費又は家事使用をするために資産を譲り受け、若
しくは借り受け、又は役務の提供を受けることは、事業として行われるものでないから、課税仕
17)課税売上割合は、圏内の課税売上げに占める圏内の課税売上げと非課税売上げの合計額の占める割合として
算出される。(法30条6項)
18)法9条は、前々年の課税売上高が一定額以下などの条件を満たした事業者について納税を免除している。
19)法4条1項の解釈から当然の結果である。
20)税法の条文に明記されているわけではないが、納税者としての申告を行う権利がないのであるから、当然の
結果として、税額控除は認められないと考えられる。
21)法人において、その取引の全てが「事業として」に該当すると解することが妥当か否かは、議論の余地があ
ると思われる。
2)法2条l項12号
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入れに該当しないことに留意する。」
2. 5.法4条4項
消費税法4条4項は、納税義務者の一定の行為について、これを課税売上げとみなして課税する
こととしている24)。
法4条4項は、みなし売上の規定であるが、事業用に購入していたものを個人事業者が自己のた
めに使用しまたは会社役員に贈与した場合であることから、課税仕入れとして税額控除していた税
ついて、私的消費があったとして事後的に修正し、税の取戻しを行ったとみることも出来る25)。
2. 6.特定収入
2. 6. 1.概説
わが国の消費税法はすべての法人を事業者としているが、法人のなかには、課税仕入れの金額に
比較して謀税売上の金額が恒常的に小さい法人が存在する。収入の不足は、一般的には寄付金や固
からの補助金などで補填されることになるお)。こうした法人は、 EUVATでは、 VAT指令13条に
より非課税法人とし、納税義務を免除すると同時に、税額控除も認めないこととしている。
ところが、わが国では、非課税法人の制度を設けず、すべての法人に一般の納税者と同様の基本
ルールを適用することとしている。そうすると、売上に係る税を仕入に係る税が上回り、恒常的に
還付が発生する。問題は、補助金や寄付金を原資として購入した資産について原則どおり税額控除
を認めると、寄付金や補助金から受ける法人の使益を拡大するという、立法者が意図していなかっ
た効果が発生する。
法60条4項は、こうした点を考慮し、税額控除に制限を設けたものと考えられる。後述のように、
課税対象外の活動を考慮に入れた制度とみることもできるので、その仕組みを少し詳しく見ておく
こととする。
23)ここでも、法人の場合には、課税仕入れのすべてが「事業としてJ実行されたものであることが前提とされ
ているように読める。また、個人事業者についても、家事消費や家事使用のみを除外している。個人事業者お
よび法人の「事業としてjの範囲を通達のいうところまで広げるべきかについては、疑問がある。個人事業者
であれ法人であれ、そのスタッフの利便を目的とした支出にまで「事業としてJとして税額控除を認めること
には、「消費」に対する税の取扱いとして疑問がある。こうした取扱いが妥当か検討の必要があると思われるが、
本稿では取り上げないこととする。
24)法4条4項は、次に掲げる行為は、対価を得て資産の譲渡等が行われたものとみなしている。
「一 個人事業者が棚卸資産又は棚卸資産以外の資産で事業の用に供していたものを家事のために消費し、
又は使用した場合における当該消費又は使用
二 法人が資産をその役員(・・・)に対して贈与した場合における当該贈与」
25)私的消費があった場合の事後修正の対象としてみた場合、わが国の規定(法4条4項)は、対象を極めて限
定しているのが特徴と思われる。例えば、法人役員への資産の無償貸付、または個人事業者もしくは法人のス
タッフへの資産の無償譲渡や無償貸付けがみなし課税の対象から除外されている。さらには、税額控除と納税
のタイミングの差異により、事業者に金融上の便益を提供していると言える。
26)典型的には、法人税法が定める公共法人等や公益法人等であり、消費税法では、法6条の別表法人である。
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2. 6. 2.特定収入制度の対象
消費税法別表第三に掲げる法人(公共法人、公益法人などが含まれる。例えば、各種の公社・公
団、一般または公益社団法人、学校法人、国立大学法人、宗教法人、日本赤十字社など。)が資産の
議渡等の対価以外の収入(，特定収入J)を得た場合において、その特定収入の占める比率が一定以
上となる場合に、仕入税額控除の権利を制限することとされる27)。
ここで、「特定収入」とは、対価性のない収入のうち、非特定収入(借入金、預金、出資金など)
を除いたものと定義されており、租税、補助金、交付金、負担金、寄付金、出資に対する配当金、
保険金、損害賠償金、会費等、債務免除益などが該当する。
2. 6. 3.特定収入の仕組みの概要
法人の収入全体に占める特定収入割合が5%を超える場合に、一定の調整を行うことが必要とさ
れている。この場合の調整とは、課税仕入れの金額から特定収入に係る課税仕入れの金額を控除す
るものである。これを調整計算と呼んでいる。なお、特定収入は、人件費等のみに充てられるもの、
使途不特定のものおよび課税仕入れにみに充てられるものに分類され、これらの特定収入のうち、
課税仕入れのみに充てられるものはその全額、使徒不特定のものは調整割合を適用したものを税額
控除の対象から除外することとされている。
特定収入割合等の計算方法を見ておくと、次のとおりである。
まず、特定収入割合は、次のとおり計算するものとされる。
特定収入の合計額特定収入割合=資産の譲渡等の対佃
次に、調整割合は、次のとおり計算するものとされる。
使途不特定の特定収入の合計額調整割合=資産o一、一一
具体的には、具体的には、調整計算は次の三つのケースに分けて行うものとされる。
A.課税売上割合が95%以上の場合
B.課税売上割合が95%未満で、個別対応方式を採用している場合
c.課税売上割合が95%未満で、一括比例配分方式を採用している場合
例として、最も単純なAの場合の計算を掲げると、次のとおりである。
特定収入に係る課税仕入れ等の税額 D + E 
D=課税仕入れ等に係る特定収入x4/105 
E = (通常の計算により算出した課税仕入れ等の税 - D) x調整割合
要するに、 DとEの合計額に対応する税額控除の金額が減少し、結果として納税額が増大する。
2. 6. 4.特定収入制度のまとめ
27)法60条4項
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特定収入の制度は、補助金、寄付金等で購入した物品やサービスの価格に含まれている消費税を
どう処理するか、という問題に対応したものである。例えば、図書館などの公共的機関が補助金や
寄付金で建設されかつ公的資金で維持されている場合、図書館のサービスは図書館の利用者が無償
で享受する。この場合、課税売上げは存在しないが、課税仕入れは存在する。こうした状況におい
て、仕入税額控除を認めるべきか否かが問題となる。
消費税法60条4項は、こうした課題を特定収入割合や調整割合を持ち込むことで解決しようとし
たものと考えられる。なお、この調整方法の特徴は、補助金や寄附金を収入金額と見なして、課税
売上との対比で控除額の制限と行っていることである(後述の、いわゆる「取引フォーミュラ」が
用いられていると考えられる。)。
2. 7.通達に現れた取扱い
課税対象外取引の取扱いについては、消費税法の条文上は明白ではないが、実務的に処理に迷う
場面が出てくる。こうした場合のいくつかについて、通達がいくつかの取扱いを規定している。そ
の概要をみていくと、次のとおりである。
2. 7. 1.無償取引
「資産の譲渡等」について定めた法2条l項8号の定義によると、対価を得て行われた取引のみが
定義に該当するものとされている。したがって、無償取引は課税対象外となるが、こうした無償取
引に対応する課税仕入れがあった場合に、その取扱いが問題となる。
無償取引に関する実務上の取扱いは、次の通りであるお)。
「事業者がした金銭による寄付は課税仕入れに該当しないが、金銭以外の資産を贈与した場合
の当該資産の取得が課税資産の譲渡等に該当するときにおける個別対応方式の適用に当たって
は、当該課税仕入れ等は、原則として課税資産の譲渡等とその他の資産の譲渡等に共通して要す
るものに該当するものとして取り扱う。j
通達はこのように個別対応方式を適用する場合に共通仕入れに該当するものとして取り扱うこと
としているが、その合理性や妥当性については検討の余地があるように思われる。
2. 7. 2.国外取引
国外で行われた物品やサービスの供給は、課税対象外となる。これは、納税義務者に関する規定
である法5条1項で「国内において行った」取引のみが課税されることになっていることから明白
である。消費税が囲内消費を課税対象としていることからは、当然の結果である。
ここで、次の疑問が発生する。それは、こうした国外取引に関連した囲内での課税仕入れの取扱
いである。こうした課税仕入れの税額控除が認められるのか、そして、認められるとすると、その
理由は何か、ということである。
実務上の取扱いをみると、下記のとおり、個別対応方式を取っている場合に限り、国外での取引
(課税、非課税を問わない)を課税売上とみなし、結果として、対応する課税仕入れに係る消費税の
税額控除を認めることとしている29)。
28)消費税法基本通達11-2-17(金銭以外の資産の贈与)
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「国外において行う資産の譲渡等のための課税仕入れ等がある場合は、当該課税仕入れ等につ
いて法30条(仕入れに係る消費税額の控除)の規定が適用されるのであるから留意する。
この場合において、事業者が個別対応方式を適用するときは、当該課税仕入れ等は課税資産の
譲渡等にのみ要するものに該当する。」
上記のとおり、個別対応の場合には、法30条の文言解釈を根拠として税額控除を認めることとさ
れている30)。しかし、このことは、法30条2項l号の個別対応方式を適用した場合と 2号の比例配
分方式を適用した場合31)とで結果が異なることを意味するが、これはやや不合理ではないかと考え
られる。
なぜ、国外取引に関連した国内取引に係る税の税額控除を認めるのか、その合理性のある理由を
明らかにする必要があると思われる。すなわち、国外取引に係る上記の通達上の取扱いについては、
次のような疑問が生ずる。
国外取引にかかる囲内での課税仕入れの取扱いについて、条文の解釈を根拠として、個別対応方
式の場合にはその全額の税額控除を認めているが、共通対応方式との間で取扱いに組離があるほか、
そもそも何故、税額控除を認めるのか、その合理性に疑問がある。
なお、上記の通達を受け、実務では、海外土地の売買について、圏内の弁護士に相談料を払った
場合には、全額の税額控除ができるとされている32)。
しかしながら、例えば、囲内の土地と国外の土地の双方の取引について国内のコンサルタント会
社に相談料を支払った場合にはどうなるのか。不合理な結果となるのではないか。
また、不課税取引に係る課税仕入れの取扱いは、課税売上と非課税売上の共通対応とするとの取
扱いとされているが、この取扱いに合理性があるか疑問である。不課税取引と課税売上割合を適用
することの合理性の検討が必要である。
国外取引(例えば、海外の土地の売買)については、さらに、上記の無償取引あるいは下記の不
課税取引(株式取引手数料)との間で取扱いに差異を設ける理由が不明である33)。
2. 7. 3.不課税取引(株式取引)
会社の設立のための出資や増資、あるいは、配当の受取りには、物品あるいはサービスの供給に
対する対価という関係がなく、したがって、資産の議渡等の定義に該当しないことから、課税対象
外とされている。この場合、これらの課税対象外取引に対応する課税仕入れに含まれる消費税の税
額控除が認められるか、という疑問が生ずる。
実務上の取扱いは、これらに不課税取引との名称を付し、次のとおり取り扱うこととしている制。
29)消費税法基本通達11-2 -13 (国外取引に係る仕入税額控除)
30) 30条2項1号の「課税資産の譲渡等」には「圏内において」の文言が付されていない。
31)分子と分母の双方に「圏内において」の文言が付されている。
32)植松浩行編「回答実例 消費税質疑応答集平成23年版J(大蔵財務協会)667頁
33)税額控除は、課税売上に対応するものに認めるのが原別である。勿論、事業者の税負担を完全になくすると
いう考え方もありうるが、非課税制度を設けたことで、この論理の妥当性は失われているのでないか。
金融機関や事業会社がグループ運営の一環として金融取引を行う場合において、利子を得る場合と配当を得
る場合で、対応する税額控除における取扱いに差異を設けることの合理性を見い出すことは困難である。
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「法30条第2項第1号(個別対応方式による仕入税額控除)に規定する課税資産の譲渡等とその
他の資産の譲渡等に共通して要するもの(以下「課税資産の譲渡等とその他の資産の議渡等に共
通して要するもの」という。)とは、原則として課税資産の譲渡等と非課税資産の譲渡等に共通し
て要する課税仕入れ等をいうのであるが、例えば、株券の発行に当たって印刷業者へ支払う引受
手数料等のように資産の譲渡等に該当しない取引に要する課税仕入れ等は、課税資産の譲渡等と
その他の資産の譲渡等に共通して要するものに該当するものとして取り扱う。」
以上のとおり、株券の引受手数料等を共通仕入れとして扱うこととしているのであるが、その理
由は必ずしも明白ではない。また、この取扱いの適用範囲も不明である。
2. 8.小括(課税対象外と税額控除の関係)
以上、本章では、わが国の消費税法における税額控除の制限に関連した制度および取扱いを概観
した。
非課税売上に対応する課税仕入れについては、制度上、明確に税額控除が否認されている。なお、
課税売上げと非課税売上げの双方に共通する課税仕入れの場合には、売上高を基準とする課税売上
割合を適用し、税額控除の範囲が決定されている。公共法人等や公益法人等については、補助金や
寄附金を原資として購入した課税仕入れについては、税額控除が制限されている。また、個人事業
者が家事費として購入した場合には、「事業として」購入したものでないとして税額控除が否認され
ている。さらに、購入時点で税額控除を認めた後に、家事費等に使用された場合のみなし売上げに
係る法4条4項が存在するが、これは、事後的な税額控除の否認とみることも可能であろう。また、
通達レベルでも、幾つかの取扱いが示されている。しかしながら、そこには、課税対象外と税額控
除の関係についての、全体を通じた一貫した考え方、論理あるいはルールが見られない。
本稿の問題提起は、課税事業者が行った課税対象外の取引(あるいは活動)に関連した課税仕入
れについて、税額控除が認められるのか否か、認められるとするとその範囲はどこまでか、という
ことである。
こうした問題点を解明するため、 3章では、 EUVATでの本件テーマに関連した議論を見ていく
こととしたい。
3. EU VATの取扱い
本章では、現在、 EUVATにおける課税対象外と税額控除の関連について注目を集めている事件
について、その判決を紹介するととともに、同判決以降に現れた、この問題についての複数の論者
の意見を紹介し、検討することとしたい35)。
3 . 1. Securen ta事件の紹介
Securenta事件に関する、 2008年3月18日付けの欧州司法裁判所 (ECJ)の判決 (C-437/06)を紹
34)消費税税法基本通達11-2 -16 (不課税取引のために要する課税仕入れの取扱い)
35)可能な限り判決本文に忠実に引用し翻訳しているが、適宜、省略し、または、要約し、さらに、若干のコメ
ントを付しであることをお断りしておきたい。また、 VAT指令や判決文は、すべて筆者の仮訳である。
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3. l. l.関連法規
本判決は、まず、 EUVATに係る関連法規すなわち VAT指令37)について説明しているので、本
稿での議論と関係がある部分を中心に VAT指令を紹介する。
VATの課税対象について、第6次VAT指令第2条は次のとおり規定している。
「下記の取引は付加価値税の対象とされる。
l.納税義務者が納税義務者として (actingas such)圏内において対価を得て行った物品また
はサーピスの供給
VATの納税義務者について、同指令第4条は下記とおり定義している。
Il. 1納税義務者」とは、活動の目的あるいは結果の知何を問わず、いかなる場所であれ、第2
条に規定する何らかの経済活動 (economicactivity)を、独立して実行する者を意味する。
2.第1項にいう経済活動とは、製造者、取引者および鉱業、農業および自由職業を含むサービ
スを提供する者の全ての活動を含むものとする。そこから所得(income)を得る目的で行う
有形資産または無形資産の開発も含むものとする。」
VATの非課税につて、第13条Bは、下記のとおり規定している。
「他の規定にかかわらず、加盟国は、非課税 (exemption)を正しく、明確に適用し、かつ、脱税、
租税回避または不正を防止する目的で定められた条件に従って、以下のものを非課税すべきで
ある。
(d)下記の取引
株式、法人または組合の権利、社債その他の有価証券の譲渡(管理または保管を除く。)を含
む取引
税額控除について、第17条は次のとおり規定している。
2.物品またはサービスが課税取引 (taxabletransactions)の目的で使用される限り、納税義務
者には自己が納付すべき下記の税を控除する資格が付与される。
他の納税義務者により当該納税義務者に供給されたまたは供給されることになっている
物品またはサービスに関連して、加盟国内で納付すべきまたは支払った付加価値税
(筆者注:以下、省略)
36)本来の訴訟は、 Securenta社 (SecurentaGottingerlmmobilienlaben und Vermogensmanagement AG)とド
イツのゲッチンゲン税務署 (FinanzamtGottingen)の聞で争われたものである。
37) VAT指令 (VA T Directive)とは、 EUの法令の一種であり、 EU加盟国はその内容を圏内法に取り込むこと
が義務付けられるが、一定範囲で加盟国に裁量権が付与されている。なお、 VAT指令の解釈に疑問がある場
合には、各国の裁判所はECJに先行裁決 (preliminaryruling)を要請することとされている。
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3.加盟国は、すべての納税義務者に対して、当該物品およびサービスが下記のものに使用され
る限りにおいて、第2項で言及した付加価値税の控除または還付の権利を付与しなければな
らない。
(筆者注:以下、省略。ここでは、加盟国間取引に関する規定が設けられている。)
5.物品およびサービスがVATの控除が認められる取引と認められない取引の双方の目的で
納税義務者により使用された場合には、当該付加価値税のうち前者の取引に帰属する部分の
割合に限り、控除可能である。
この割合は、第四条に従い、当該納税義務者が行ったすべての取引のために決定されるべき
である。
(筆者注:以下省略。割合の決定において、加盟国に認められる裁量権が規定されている。)
税額控除の割合について、第四条は、次のように規定している。
rl.第17条5項の控除割合は、下記のとおりとすべきである。
分子は、付加価値税が第17条2項および3項に基づき控除可能とされる当該年度の取引の
合計額(付加価値税を除く)
分母は、分子に含まれる取引の当該年度の取引および付加価値税が控除できない取引の合
計額(付加価値税を除く)
この割合は、年度ごとに計算する。(筆者注:以下、省略)
2. (筆者注:以下、省略。各加盟国の別段の定めについて規定している。)
3. (筆者注:以下、省略。仮計算と清算について規定している。)
(筆者注:なお、判決では、 VAT指令に続き、関係国(ドイツ)の国内法規も紹介されて
いるが、本稿とは直接の関係がないので、省略する。)
3. l. 2.事実関係
判決によると、本件の事実関係の概略は次の通りである。
「争いの対象とされた1994会計年度のSecurenta社の活動は、不動産、有価証券、金融持分およ
びあらゆる種類の投資の取得、管理および売却であった。同社は、株式発行および非典型匿名組
合 (atypicalsilent partnership)の方法により、必要な資金を調達していた。公募により株式を発
行するほか、多数の匿名組合員が参加している。こうした組合員は、これらの者は会社が再投資
する資金を提供した。
1994年に、同社は、 2.959.800DEMの課税取引を実行した。同社の総売上高は6.480.006DEM
であった。この金額には、 226.642DEMの配当と1.389.930DEMの株式売却益が含まれ、その合
計額は1.616.572DEMであった。インプット税の合計額6.838. 535DEMのうちの大部分である
6.161.679DEMは、特定の売上げに帰属しないものであった。
Securenta杜の納税義務の決定における執行手続きにおいて、同社は、株式の発行は同社の資
本の増強 (reinforcement)に関連がありかつ当該取引は全体として同社の経済活動 (economic
activity)に寄与していることから、新規資本の取得に関連した経費に係るインプット VATの全
てが控除可能である、と主張した。
これに対して、税務署は、同社のリース取引に関連した経費に係るインプット税(676.856DEM) 
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とともに非典型匿名組合の発行(issue)に係るインプット税 (4，17l， 424DEM)の控除を否認し
た。当局によると、特定のアウトプット取引に帰属しないインプット税は1，990，254DEMであ
る。このうち、当局は、投資規模に関連した基準を適用し、約45%の割合で控除の権利を認めた。
すなわち、 1，567，616DEMが控除可能インプット税となり、 1994課税年度では1，123，647DEMの
還付となった。同社は訴訟を提起したが、財政裁判所はこの請求を2001年10月18日に棄却した。
同社はさらに連邦財政裁判所に控訴した。同裁判所は、 2004年11月18日に、本件に関連して、
EC]に対して、以下の二つの質問についての先行裁決を請求した。
第一の質問は次のとおりである。
納税義務者が同時に経済活動 (businessactivity)と個人的活動 (privateactivity)の双方に関
与している場合において、支払インプット VATを控除する権利は、賦課対象で、あって課税対象
の取引 (assessableand taxable transactions)の部分と、賦課対象であって非課税の取引 (as-
sessable and exempt transactions)の割合に従って決定されるのか、それとも、控除の権利は、株
式発行および匿名組合と関連した経費が第6次指令第2条の意味での当該申請者の経済活動に帰
属する (attributedto)範囲に限定して認められるのか。
第二の質問は次のとおりである。
インプット VATの控除が株式発行および匿名組合に関連した経費が申請者の経済活動に帰属
する範囲に限り認められるとすると、経済活動と個人的活動の間の配分は、「投資フォーミュラ
(investment iormula) Jに従って行うべきか、それとも、第6次指令第17条5項の「取引フォー
ミュラ (transactioniormula) Jに従って行うべきか。」
3. l. 3 加盟国等の見解
本件に対して、いくつかの加盟国および欧州委員会から意見が寄せられている。それらは、下記
の通りである。
まず、 ドイツ政府の見解は次のとおりである。
「支払インプット VATの控除は、株式発行および匿名組合に関連する経費が事業活動に帰属
する範囲に限り認められる。主たる訴訟手続き (mainproceeding)において、取得された資本の
一部は非事業活動が行われている分野、すなわち、金融持分 (iinancialholding)の取得に配分さ
れていることが明らかになっている。したがって、支払インプット VATは、事業活動と個人的
活動 (privateactivity)の間で投資に基づいたフォーミュラを用いて配分されるべきである。」
ポルトガル政府の見解は、次のとおりである。
「支払インプット VATは、事業活動の枠内で実行された取引に関するものに限り控除が認め
られるべきであり、配分においては投資フォーミュラがより適切である。」
英国政府の見解は、次のとおりである。
「共通費用 (overheadinputs)のうち非経済活動に関連した部分は、支払インプット VATの控
除の計算において考慮すべきではない。配分の方法については、第6次指令はこのことに言及し
ていないことから、各加盟国の裁量に委ねられる。」
欧州委員会の見解は、次のとおりである。
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「事業活動の課税上の取扱いは、非課税 (exemption)の権利を発生させる要素のひとつの適用
可能性により定まる。 VATについて、有価証券の取引は非課税とされているが、不動産の供給
は、それが適切な場合には、課税対象とすることが可能である。こうした状況の下で、囲内裁判
所は、 Securenta社が実行した各種の活動の性質の調査を行うべきである。なお、配分に当たっ
ては、経済的事実を反映するよう十分に精綾に調整された投資フォーミュラを用いるのが適切で
ある。」
3. 1. 4.裁判所の回答
3. 1. 4. 1.第一の質問への回答
第一の質問に関する裁判所の回答を紹介すると、下記の通りである。
「加盟国の裁判所は、納税義務者が経済活動と非経済活動の双方を営んでいる場合において、支
すムったインプット VATを控除する権利がどのように決定されるか、について確認を求めている。
まず、控除の権利は、原則として制限されることのない、かつ、インプットに関連した取引に
課されたすべての税について即時に行使されるべきところの、 VAT制度における不可欠の一部
である(筆者注 :2件の判決が参照されているが、省略)。
第6次指令が導入した控除に関するルールは、その全ての経済活動のなかで納付することとな
るか又は支払った VATの負担を事業者から完全に除去することである。共通VATシステム
は、結果として、その目的や結果が如何なるものであれ、すべての経済活動に係る課税の完全な
中立性を確保することとなる(筆者注:3件の判決が参照されているが、省略)。
加盟国の裁判所が提供した情報によると、同社 (Securenta)は次の三種類の活動を行っていた
ことは明らかである。(i )第6次指令の範囲内とされない非経済活動 (non-economicactivities) 
(垣)同指令の範囲内であるが、 VATは非課税 (exempt)とされている経済活動 (economic
activities)、(出)課税される経済活動 (taxedeconomic activities)。したがって、この文脈で、特
定のアウトプット取引に帰属しない経費に関連したインプット VATを控除する権利を納税義務
者が有しているか否か、権利があるとすれば如何なる範囲の権利か、という疑問が発生する。
株式の発行または非典型匿名組合に関連した経費については、こうした取引で納付したイン
プット VATを控除する権利が発生するためには、当該経費が、控除の権利を発生させるアウト
プット取引の費用の構成要素 (component)である必要がある。(筆者注:次の3件の判決が参考
として掲げられている。 C-408/98AbbyN ational. C-16 /00. Cibo participation. C-435/05 
Investrand) 
こうした状況において、株式発行または非典型匿名組合に関連した経費に関連して納付したイ
ンプット VATは、そうして取得した資金が関係者の経済活動に関連して使用された場合に限り、
控除の権利を生じさせる。裁判所は、第6次指令が規定する控除スキームはすべての経済活動に
関係するものであり、このことは、その活動の目的や結果を問わず、かつ、当該活動がそれ自体
で原則として VATの対象となることが条件とされる、と判断する。(筆者注:以下3件の判決が
参考とされている。 Gabalfrisaand Others. C-98/98 Midland Bank. Abby National) 
主たる訴訟手続き (mainproceeding)において、圏内裁判所 (nationalcourt)は、株式発行お
よび金融持分の文脈のなかで実行されたサーピスの供給に関連した支出は、同社が実行した川下
の(downstream)経済活動にのみ寄与するものではなく、かっ、とりわけ、これら活動を生じさ
会計論叢第9号 -26 -
せる取引の費用の構成要素ではないことを論証している。ただし、もしそうであれば(筆者注:
経済活動を生じさせる取引の費用の構成要素であれば)、関連するサービスの供給は当該納税者
の経済活動と直接かつ即時の関係を有していたことになろう(筆者注:以下の2件の判決が参考
とされている。 AbbyNational， Cibo Partipation)。しかしながら、裁判所に提出された資料から
明らかなとおり、主たる訴訟手続きにおいて、問題となって金融取引に関して同社に発生した費
用は、少なくとも部分的には、非経済活動の実行を目的としたものであることは明らかである。
納税義務者に発生した経費に係るインプット VATが、非経済活動としての性質から見て、第
6次指令の範囲内にない活動に関連する範囲で、それは控除の権利を生じさせない。
最初の質問に対する回答は、したがって、次のとおりである。納税義務者が経済活動(課税ま
たは非課税)と第6次指令の対象外である非経済活動を同時に行っている場合には、株式の発行
および非定型匿名組合に関連した経費に係る VATの控除は、同指令2条1項の意味における納
税義務者の経済活動に帰属する範囲に限って認められる。」
3. 1. 4. 2.第二の質問への回答
第二の質問に対する裁判所の回答を紹介すると、次のとおりである。
「囲内裁判所は、インプット VATの控除が納税義務者において発生した経費が経済活動に帰
属する範囲で認められることを前提として、経済活動と非経済活動の間でのインプット VATの
配分は、投資フォーミュラ Gnvestmentformula)によるべきか、それとも、第6次指令17条5項
が適用する取引フォーミュラ (transactionformula)によるべきか、の確認を求めている。
この質問に回答するに当たり、第6次指令の規定には、関連経費が経済的活動または非経済的
活動のいずれに関係するかに従い、納付したインプット VATの配分を許容する規定を採択する
場合に、加盟国が適用を求められる方式や基準についてのルールが存在していないことを認識す
べきである。委員会が述べているとおり、第6次指令17条5項および19条が定めるルールは、経
済活動のみに関連した経費に係るインプット VATに関連したものであり、課税される経済活動
であって控除の権利が認められるものと、非課税であって税額控除の権利が認められないものを
区分するものである。
こうした状況のもとで、納税義務者が必要な計算を行うことが出来るように、加盟国は、こう
した目的に適切であって、かつ、共通システムとしてのVATの基礎となる原則に合致したとこ
ろの方式と基準を設けるべきである。
この点で、裁判所は、第6次指令にこうした詳細な計算に必要は指針が存在しない場合には、
加盟国は、当該指令の目的と広い意味でのロジックを考慮しつつ、その権限を行使することが求
められている。
特に、法務官が見解4738)で述べているように、加盟国がこの点で採用することが求められてい
る措置は、 VATの共通システムが基礎としている課税の中立'性の原則に従ったものでなければ
38)法務官はその見解 (opinion)の47で次のように述べている。
「加盟国が配分のために用いる方式と基準は、第6次指令が追及している目的が尊重されることを確保するも
のであるべきである。したがって、それは、第6次指令により設けられた VATの共通制度が基礎とする課税
の中立性の原則(同ーの取引を行う経済的運営者 (economicoperators)がVATの課税に関連して相違する取
扱いを受けることを排除する原則)に反するものであってはならない。」
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ならない。
したがって、加盟国は、その裁量権を、控除の権利を発生させる取引に関係した金額に比例し
た部分の VATに限定して控除が行われることを確保するような方法で行使すべきである。した
がって、経済活動の非経済活動に対する割合の計算は、二種類の活動のそれぞれにインプット経
費が実際に帰属する部分を客観的に反映するものであることが求められる。
こうした裁量権を行使するに当たり、加盟国は、必要に応じて、投資フオ}ミュラ、取引フォー
ミュラまたはその他の適切なフォーミュラを、これらのひとつに限定する必要なしに、適用する
権利を有する。
したがって、第二の質問に対する回答は、次のとおりである。すなわち、第6次指令の意味で
の経済活動と非経済活動の間でのインプット VATの配分の方法または基準の決定は加盟国の裁
量に委ねられるが、その裁量権の行使に当たっては、指令の目的と広範な論理を考慮に入れ、か
つ、それを基礎とし、それら二種類の活動にそれぞれ実際に帰属するインプット経費の部分を客
観的に反映するような計算方式でなければならない。j
3. 1. 5.法務官の見解
なお、本件判決に先立つて、 2007年12月1日に、法務官 (Advocategeneral : Mazak)の見解が示
されており、その結論部分を紹介すると、次のとおりである。
「納税義務者が経済活動と非経済活動の双方に同時に関与している場合には、株式発行または
匿名組合に関連した経費に係るインプット税の控除は、当該経費が当該納税義務者の第6次指令
(77/388/EEC)第2条l項の意味での経済活動に正しく帰属する範囲に限り、許容される。
経済活動と非経済活動との間でのインプット税の配分の方法は、加盟国の裁量に委ねられている。
この裁量権の行使に当たっては、加盟国は、特に、課税上の中立性の原則を尊重すべきである。」
3. 2.本判決以降のEUにおける議論の紹介
Securenta事件の判決の内容は上記のとおりであるが、やや難解な部分もあり、その意味すると
ころは必ずしも明白ではない。
そこで、この事件に関連して、多数の論者が雑誌等において論文を発表しているので、その一部
を紹介したい。なお、論者の多くは、 VATを専門とする EU域内の学者または実務家である。こ
れにより、本件判決の意味するところがより明白になると考える。なお、論者によって微妙にスタ
ンスの相違がみられるが、そのことも、本稿のテーマについて考察を進めるうえで参考になると思
われる。
3. 2. 1.税額控除と課税対象外の関係
税額控除と課税対象外の関係について、論者の見解を紹介すると、下記の通りである。
3. 2. 1. 1.論者Aの見解
まず、ある論者(以下、「論者AJという。)は、本件判決を受けて、 VATの意義とインプット
VAT控除の意義について、次のとおり論じているお)。
「多くの VATは、消費税である。 VAT指令1条1項は、明瞭に、 EUVATは消費に対するー
会計論叢第9号 -28 -
般税 (ageneral tax on consumption)であると規定している。ここでの「消費」とは、生産的消費
(productive consumption)ではなく、私的消費(個人的消費:private consumption)のことであ
る。ただし、 EUVATは、簡素さと中立性のために、物品およびサービスの生産および流通過程
の全ての段階で課すものとされている。結果として、私的消費のみならず、生産的消費も VAT
の対象となる。私的消費のみに課税するという目的を達成するために、「納税義務者」としての資
格を有する者は、原則として、その購入(input)において生じた VATを控除することが認めら
れる。インプット VATの控除のシステムは、納税者義務者から、その経済活動の枠組みの中で
発生した VATの負担を完全に排除することである。この観点から、 EC]が、インプット税を控
除する権利がVATシステムの不可欠の一部であり原則として、制限されるべきでないとしてい
ることは論理的である。
ただし、 VAT指令168条40)は、納税者が購入した物品およびサービスを、課税取引 (taxed
transactions)を実行するために用いる限りにおいてインプット VATの取戻しを認めることと
しており、このことは、 EC]の判決 (UndenkaupunginKaupunki事件)のとおり、納税者は、イ
ンプットを、非課税供給を行うために用いるか、または、課税対象外である供給(不課税取引 (non-
taxable transaction)あるいは非経済活動 (non-economicactivities) )のために用いる場合には、
VATの控除は認められないことを意味すると考えられる。こうした見方は、 VAT指令168条の
文言と完全に整合的である。しかしながら、インプット VATを不課税取引 (non-taxabletrans-
action)あるいは非経済取引 (non-economicactivities) )のために用いる場合には、いかなる状況
においても VATの控除は認められない、と結論付けるのは尚早である。
EUVAT法の下で、インプット VATを控除する権利が納税者が物品およびサービスを生産的
目的(，その者の経済活動の文脈の中でJ)で使用する場合には原則として存在するとの仮定から
スタートすると、非課税取引 (exempttransactions) (EUの領域外に所在する顧客に供給される
かまたは輸出物品に直接関連した金融サービスを除く。)を行う目的または VATの対象外取引
(transactions that are outside the scope of V AT) (，不課税供給 (non-taxablesupplies) J)を行う
目的をもって使用する物品およびサービスの購入に係る VATについて、納税者が、如何なる範
囲でかつ如何なる状況でこれらを控除する資格があるかを検討することが必要で、ある。」
次に、税額控除の権利について、次のように論じている。
，VAT指令2条1項によると、課税対象 (taxableevent)の主たる範囲 (maincategory)は、
納税者が、納税者として (actingas such)、加盟国の囲内で、対価を得て行った、物品またはサー
ビスの供給である。明確に課税供給 (taxablesupplies)から除外されていない限り、物品および
サービスの供給は、 VATの範囲内となり、「課税対象取引 (taxabletransactions) Jに該当する。
課税対象取引には、みなし供給も含まれる。
課税対象取引の大部分は課税となり、残りの課税対象取引は、例えばVAT指令132条及び135
条により、非課税となる。
39) Ad van Doesum and Gert-Jan van Norden“The right To Deduct under EU V A T"International V A T 
Monitor September/October 2011 pp.323-324 
40) VAT指令の2006年の全面改訂後の税額控除に関する規定であり、第6次指令17条に相当する。内容は、基本
的に同一で、ある。
-29 - 消費課税における課税対象外取引と説額控除の関係について
課税対象取引としての資格を有さない取引は「不課税取引 (non-taxabletransactions) Jと称さ
れる。これらの取引は、課税でも非課税でもなく、 VATの対象とはならない (VATの対象外
(outside of the scope of V AT)である。)oJ
次いで、納税者のVATにおける二重の立場について論じ、その例としてSecurenta社を挙げて
いる。
「納税者の本質的な性質は、対価を得て、物品またはサービスを供給することである。しかしな
がら、納税者は、不課税取引にも関与することがある。例えば、物品またはサービスを無償で供
給する場合や、事業をゴーイングコンサーンとして移転する場合である。
特に、持株会社の場合には、経済活動と非経済活動の双方に関与する可能性がある。持株会社
が子会社の株式を所有し、かっ、 VATの対象となる取引を実行することで子会社を管理してい
る場合には、持株会社は納税者として活動していることになる。しかしながら、単に(受動的に)
子会社の株式を所有し、かつ、能動的な活動をしていない場合には(筆者注:一部、省略。)、持
株会社は納税者として活動していないことになる。持株会社が経済的活動と非経済的活動の双方
を行っている場合には、持株会社はVATにおける二重の立場 (dualVAT positions)を有するこ
とになる。また、 Securenta社は、多数の iVATに係る多数の表示 (VA T manifestations) Jを有
している、すなわち、二重のVATの立場を有している会社の例である。」
論者Aは、さらに議論を進め、税額控除の権利の範囲について三つの段階を経て判定すべきであ
るとして、次のように論じている。
iEC]の判例法によると、インプット VATの控除の権利の範囲は、次のように決定するものと
される。
第一段階
第一段階は、如何なる範囲のインプットが課税対象取引(あるいは、より一般的には経済的活
動 (economicactivities))に帰属するか、を決定することである。換言すると、いかなる範囲の費
用が「直接費 (directcost) Jとして分類することが可能かを決定することである。当該費用と課
税または非課税のアウトプット取引との間に、直接的または即時的な (directand immediate)関
係が存在する場合、インプットは費用となる。こうした費用に係る VATは、当該費用が直接的
かっ即時的に課税取引と関係している場合には完全に税額控除が認められ、直接的かっ即時的に
非課税取引と関連している場合には、原則として控除は認められない。
第二段階
特定の費用が課税取引や非課税取引と直接に関連していない場合には、そのVATは、原則とし
て、控除不可 (non-deductible)である。しかしながら、ここで、第二段階が開始する。当該物品お
よびサービスの費用が納税者の経済活動の明確に範囲を画された部分 (clearlydefined part)に関
連する共通費用 (overhead)の一部を構成するか否かを決定すべきである。 EC]によると、この
VATは、「明確に画された部分」の全ての取引が課税であれば、完全に税額控除が可能である。こ
の場合、当該インプットは、納税者の経済活動の一部と直接的で即時的な関連を有する。
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第三段階
以上の二つの段階が控除の権利を導かない場合には、第三段階は、当該費用が納税者の「全体的
費用 (generalcost) Jを構成し、かつ、納税者が供給する物品またはサービスの価格に包まれるか否
かを判断することである。この場合、こうした費用は、納税者の全体としての経済活動と直接的で
即時的な関連があるものとされ、関連する VATは、当該経済活動が課税取引 (taxedtransaction) 
の実行に該当する範囲で、控除可能とされる。
以上の三つの段階が税額控除の全部または一部の権利につながらない場合には、インプットの
VATは控除不可とされる。」
3. 2. 1. 2.論者Bの見解
別の論者(以下、論者Bという。)は、論者Aの上記の見解を踏まえて、 VATの課税範囲および
納税者について、次のように論じている41)。
f(筆者注:一部省略)、 EUVATシステムは、消費税 (consumptiontax)とされるが、このこ
とは、最終消費者が消費した物品およびサービスに係る VATの負担を負うべきであり、かっ、
その他の購入者(すなわち、生産者や流通業者等)は、その購入に係る VATを税額控除する広範
な権利を有すべきことを意味する。物品およびサービスの最終消費は、 VATの真の対象外たる
唯一の行為である、と言いうる。法律論からすると、最終消費は、明確に、物品またはサービス
の供給ではないことから、 VATの範囲外でなければならない。
真の消費者は、個人のみである。しかしながら、個人は、生産者(自由職業者あるいはその他
の自営業者)としての立場でも活動可能であり、あるいはまた、従業員または投資家として、物
品およびサービスの生産に寄与することが可能である。後者の活動もまた、雇用主および資金の
借主の生産活動に価値を付加していることから、課税対象たる活動 (taxableactivities)として取
り扱われるべきである。ただし、 EUVATでは、従業員と個人投資家は、納税者 (taxableper-
sons) としての資格が付与されておらず、その結果、インプット VATを税額控除する資格は付
与されていない。こうした除外は、 VATシステムの原理に基づいたものではなく、実務上の理
由 (practicalground)に基づいたものである。従業員や個人投資家の活動を納税者が行う経済活
動 (economicactivities)として扱わないことの不利益は、税の重複 (cascading)を引き起こすこ
とである。ただし、こうした税の重複効果はたぶん小さいと考えられる。J
次いで、 VATにおける非課税や課税対象外の現象について、次のように論じている。
「包括的なVATシステムにおいては、すべての生産者がそのすべての生産活動について納税
者として扱われるべきであるが、営業者たる法人が行う一定の取引は、 VAT法により、非課税
(exempt)またはVATの範囲外 (outsidethe scope V AT)とされている。こうした例外は、主と
して政策的なものである。小売段階での非課税は、最終消費がVATの負担を緩和する効果を有
している。ただし、小売以前の段階での非課税は税の重複をもたらし、 VATの負担を大きくす
る。
財務者の VATの範Eがとされた話身Ii、非課1Jt以ょに、梼道t&および実島幸t&と土佐替の局窓を
41) Peter Melz“Activities outside the Scope of V AT and Exempt Activities" International V AT Monitor 
September/October 2011. pp.330 
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引き窓こす。 VATの範囲外とされた活動に係るインプット VATが控除可能か否かという問題
は、ケースパイケースでの分析を基礎として解決されなければならない。
3. 2. 1. 3.課税対象外の事例
さらに、ある論者(以下、論者Eという。)は、従来のEC]の判決例を参考として、課税対象外の
活動に関連して争われた事例を下記のとおり掲げている42)。
個人的使用 (privateuse) 
所有者としての活動 (actingas owner) 
公共の利益(消費の欠如)
無対価(贈与)
受取対価との直接の関連の欠如
契約関係外
非納税者間の売買
コンソーシアム取引
クロスボーダーVAT取引に類したもの
ゴーイングコンサーンの非供給のルール
VATグループの構成員聞の供給
株式の単純な売却
納税者による自己債権 (hisown receivables)の売却 (recourseのないfactoring)
配当の再投資からの利子
3. 2. 3.税額控除制限のためのフオ}ミュラ
課税対象と課税対象外の双方の活動が行われている場合には、税額控除の按分のためのフォー
ミュラが必要となる。そのフォーミュラに関する議論を紹介すると、次のとおりである。
3. 2. 3. 1.論者Aの見解
論者Aは、課税対象取引と関連しないVATについては、次のように論じている43)。
「あるインプットが課税対象たる (taxable)(課税 (taxed)または非課税 (exempt))取引と関
連がない場合には、当該インプットのVATは、原則として、控除不可である。非課税対象活動
(non-taxable activities)には、「非経済活動 (non-economicactivities) (納税者が納税者として
(acting as such)行ったのでない活動)Jと非納税者 (non-taxableperson)としての資格との二重
のVATの立場 (dualV AT status)を有する納税者により行われた取引、または、課税対象取引
としての基準を満たさない納税者により行われた取引が含まれる。ところが、 EC]の判例法で
は、非課税対象活動 (non-taxableactivities)の目的で用いたインプットのVATがすべての場合
に控除不可であるとの結論となるが、これは余りに単純であり、生産的消費 (productivecon-
sumption)が課税される状況を生みだすことになる。課税対象取引 (taxabletransaction)に直接
42) Yves Bernaerts & Sandhya N athoeni“The Ins and Outs of Classi九ringTurnover for V A T"EC Tax Review 
2011/6. pp.292-293 
43)論者Aの前掲論文p.328
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かつ即時に関連しない場合には、そのインプットは、いわゆる、一般費用 (generalcost)とみな
すことが可能である。一般費用の VATは、プロラタ割合 (prorata fraction)を基礎として、控
除が可能である。」
3. 2. 3. 2.論者Cの見解
論者Cは、本件判決を受け、プレ・プロラタ計算について、下記のように論じている判。
「プロラタのメカニズムは経済活動にのみ使用可能なことは明白である。 VAT指令は、納税者
のアウトプットが経済活動と非経済活動の双方から構成される場合における控除可能な割合を求
めるためのメカニズムを用意していないことは明らかである。後者の例がSecurenta社の事例
である。本件では、 Securenta社は三種類の、活動を行っていた。非経済活動、非課税の経済活動、
そして、課税の経済活動である。これらの活動を実行するために必要な資金を取得するために、
Securentaは株式を発行し、かつ、非典型匿名組合 (atypicalsilent partnership)を組成していた。
資金の取得に関連した費用において負担した VATの税額控除の権利が論点となっている。
Kretztechnik事件の場合と異なり、 ECJは、単純には、プロラタのルールを適用できなかった。
その理由は、 Securenta社の取引が経済活動に限定されていなかったからである。囲内裁判所の
事実認定に基づき、 ECJは、資金の取得に関連した費用がSecurenta社の経済活動のみに帰属す
るものではないことを確認した。そして、当該費用に係る VATは、当該費用が後者の活動に関
連する範囲に限り控除可能である、との結論を下している。このことは、経済活動と非経済活動
の間でVATをどのように配分するか、という問題を生み出すこととなった。J
同論者は、さらに、プレ・プロラタの決定について、次のように論じている。
iSecurenta事件でのECJの判決によると、加盟国は、経済活動と非経済活動の割合(プレ・プ
ロラタ)の計算について、インプット費用が実際に二種類の活動にそれぞれに客観的に帰属する
部分を反映したものとすることが求められている。加盟国は、インプット VATを、経済活動と
非経済活動の間で配分するための方式と基準を決定する裁量権を付与されている。 ECJは、この
裁量権の行使について、加盟国は、配分方式を適用するに当たり、単一の方式に限定されるもの
でないことを付言している。」
次いで、具体的な計算方法にも触れている。
「経済活動と非経済活動へのインプット VATの配分のための最も直接的なメカニズムは、プ
ロラタの割合と類似した、経済活動と非経済活動の収入(売上高)を基礎とすることである。す
なわち、下記の割合を適用する。
経済活動からの収入
経済活動からの収入+非経済活動からの収入
問題は、プロラタの割合とプレ・プロラタの割合の間での類似性がどこまであるか、というこ
とである。」
4) Mandy Gabriel and Herman van Kesteren“Calculation of the (Pre-) Pro Rata under EU V AT Law" 
International V AT Monitor September/October 2011. pp.334-336 
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次に、論者は、プロラタとプレ・プロラタの比較を行っている。
「類似性を用いてプロラタを適用する際のひとつの問題は、慈善団体が非課税の補助金 (non-
taxable subsidies)を受けることを VATの対象外の活動に対する「報酬 (remuneration)Jとし
て扱うことに関係する。こうした補助金をプレ・プロラタに算入すると、慈善団体に驚くべきイ
ンパクトを与える可能性がある。その所得の50%が補助金である場合には、慈善団体は、インプッ
トVATの負担の半分しか税額控除できないこととなる。
もうひとつの問題は、無償 (freof charge)で行われた取引のような非経済活動が売上高
(turnover)または収入 (proceeds)に反映されないことである。
持株会社や投資機関Cinvestmentvehide)のような組織の場合、すべての非課税収入をプレ・
プロラタの計算に含めることは不適当であろう。 Kretztechnikのような会社の場合には、この関
係で、ある種類の非課税収入を無視すべきことは明白である。新株の発行は非経済活動であるが、
この非経済活動から取得した資金が当該会社の控除割合を引き下げないこととされている (100%
で維持された。)。この場合、控除割合の計算における唯一の関連要素は、新たな資金が用いられ
た活動の性質である。
プレ・プロラタの適用が、 Securenta社の控除割合に影響を及ぼすのか否かという疑問が発生
する。 Securenta社の資金は、経済活動と非経済活動の双方の目的で用いられていた。もしその
経済活動が完全にVATの対象であるとすると、ある会社の控除割合が株式発行の結果として小
さくなるというのは不合理と思われる。 Securenta社の投資活動とは異なり、株式の発行が偶発
的な(金融)取引であることを前提とすると、新規株式の発行から発生した収入を控除の関係で
は無視するのが合理的と思われる。通常のプロラタ割合の計算では、偶発的な金融取引は、分母
から除外されることになっている (VAT指令174条2項)。したがって、プレ・プロラタ割合の分
母からも、偶発的な非経済的金融取引を除外することが、このアプローチと整合的であろう。
プレ・プロラタ割合が除外されるべき「偶発的な金融取引」とされるもうひとつの例は、(非課
税対象たる)株式の処分である。例えば、 Securenta社がその投資ポートフォリオを売却したと
すると、この処分は非課税対象取引 (non-taxabletransaction)となるであろう。なぜなら、
Securenta社は非納税者 (non-taxableperson)としての立場で活動していたからである。新たな
プレ・プロラタ割合の分母へのこの販売収入の算入は、中立性の原則で求められている経済的現
実を反映しないものとなろう。
以上の例は、所得のみに基づいた(偶発的な取引からの収入を除外する可能性を排除した)プ
レ・プロラタ割合は、インプット経費を客観的な方法で経済活動と非経済活動に帰属させる効果
を有さないことを示している。」
次いで、論者は、実際使用アプローチの説明を行っている。
rVAT指令173条2項 (c)が規定する実際使用アプローチ (actual-useapproach)は、毎年の計
算ではなく特例として (adhoc)用いるのであれば、個々のインプットの控除割合を決定するた
めのより適切な方式となるであろう。加盟国はその目的にとって適切でありかっVATの共通シ
ステムの基礎にある原則と整合的である方式と基準を設けるべきとされることから、この方式の
適用は、個別のインプットの控除割合の決定においてより適切な方式であると考えられる。
Securenta社事件でのEC]の判決と軌をーにするものである。(筆者注:以下、省略)J
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さらに、論者は投資フォーミュラについて、次のとおり説明している。
「投資フォーミュラの適用は、会社の新規資本の調達に関連した経費に係る VATの控除割合
を決定するうえで、より適切な方式である。この場合、控除割合は、株式発行で取得した収入が
用いられる目的により決まることになる。この方式は、 Securenta社の事件において、「取引
フォーミュラ」より適切であるとして、欧州委員会や一部の加盟国から推奨されている。問題は、
資金が株式発行を通じて調達された場合において、この方式が実際に適切かどうかである。とい
うのは、このアプローチは、新たに取得した資金が経済活動と非経済活動にどれだけ用いられた
かを決定することが出来ることを前提としているからである。実際上、特定の物品およびサービ
スを購入するための資金源泉を決定することは極めて困難であり、さらには、これらの物品やサー
ビスは双方の活動に同時に使用されるであろう。経済活動と非経済活動を実行する目的による、
インプットの実際の使用を基礎とした配分方式が、より適切な方式と思われる。
収入を基礎としたフォーミュラも投資フオ}ミユラのいずれも、経済活動と非経済活動にイン
プットを配分するためのあらゆるケースにおいて、確実な解決策となるものではない。例えば、
慈善団体は、非課税対象の補助金を受け取り、かっ、その経済活動と非経済活動の双方に使用す
る物品とサ}ピスを購入するのであるが、インプット VATを適切に配分するためのベストの方
式は、たぶん、物品およびサービスが慈善団体により経済活動および非経済活動のために用いら
れる範囲に基づいたものであろう。補助金収入が全体の所得の50%であるとしても、慈善団体が
物品およびサービスの10%のみを非課税対象活動に使用しているとすれば、 90%の控除割合が課
税中立性の観点からより適切と思われる。」
3. 2. 3.税額控除の制限のタイミング
事業活動と非事業活動の双方に用いられる課税仕入れの税額控除については、 VAT指令の関連
条文の解釈上、まず、全額の税額控除を認め、その後に取り戻すこととされていたが、最近にいた
り改正されている。改正の意義についての議論は、次のとおりである。
3. 2. 3. 1.論者Aの見解
論者Aは、当初控除と事後調整に関する論点について、論じている45)。
「納税者は、「即時に Ommediately)J、すなわち、インボイスを受領すると同時に税額控除の権
利を行使することができる。インボイスの受取時点でインプットの使用目的が明確でない場合に
は、まず、物品またはサービスの将来の利用に係る合理的な見込みに基づいて税額控除すべきも
のとされる。当初の控除のこうした暫定的性質は、その後の、インプットの実際の使用に合わせ
て調整されるべきことを意味する。 VAT指令の関連規定の文言は、当初の VAT控除の調整が、
インプットの課税から非課税への変更、および、課税対象から不課税対象への変更(逆もあり)
を予定している。ただし、 VAT指令168条aは、課税対象から不課税対象への変更を通常の一般
的調整ルールに含めていない。
資本財の場合、加盟国は、当初の税額控除を 5年から20年の「調整期間」にわたって配分する
ことが求められている。(筆者注:一部省略。)
45)筆者A前掲書p.324
-35 - 消費課税における課税対象外取引と税額控除の関係について
調整は、資本財が処分された場合にも必要とされる。(筆者注:一部省略。)J
さらに、論者Aは、事業用資産の個人的使用について、次のように論じている46)。
「特殊な状況を生ずるのは、納税者が事業用資産の一部を構成する資本財を、事業目的 (busi-
ness purpose) と個人的目的 (privatepurpose)の双方に用いる場合である47)。
こうした状況は、 VAT指令26条が事業用資産の個人的使用は、当該物品の購入が完全にまた
は部分的に税額控除されていることを条件として、 VATの面でみなし課税サービス (taxed
deemed service)になると規定していることから、特別な意味を持つ。結局、このスキームは、結
果的に、当該物品が課税対象目的外(non-taxablepurposes)で使用される範囲において、インプッ
トに係る VATを部分的に控除不可とすることと同一である。ただし、みなし供給制度 (deemed-
supply regime)は、納税者に金融上の利点を付与することとなる。なぜなら、すべての購入
VATが購入時に完全に控除され、個人的使用に係る修正が、その後の実際の個人的使用に依拠
した毎年の VATの納付の方法によることになるからである。」
なお、論者Aは、みなし供給の制度の金融的な利点が、その後の EUVATの改正により除去さ
れたことについても、以下のとおり言及している48)。
「事業用資産の個人的使用に対する課税は EUVATの消費税としての性格に完全に合致するも
のであり、かっ、 EC]によると、個人的に使用された事業用資産の課税の仕組みは EUの平等取
扱いの原則に抵触せず、かっ、国家支援とみることはできないのであるが、 EU理事会は、 2011年
1月1日より、不動産である事業用資産の個人的使用に関して、金融上の利点を排除することを
決定している。 VAT指令168a条によると、事業用および個人用の双方に用いられる不動産に係
るVATは、当該物品が課税事業目的 (taxedbusiness purposes)で使用される範囲に限り、控除
可能とされる。必要があれば、当初の部分控除は、その後の年度において、実際の使用に応じて、
毎年調整されることになる。」
3. 2. 3. 2.論者Dの見解
ある論者(以下、論者Dという。)は、論者は、インプット取引と課税対象たるアウトプット取引
との関連について、下記のとおり論じている制。
rC-97/90のLennarts事件以来、納税者が資本財 (capitalgoods)を混合目的Cinmixed use) 
で、すなわち、事業的business)目的と個人的 (private)目的の双方をもって取得した場合には、
納税者は、インプット VATの完全な税額控除の権利を有することが明確になっている。
46)論者A前掲書p.328
47)論者Aは、脚注72において、「ここで、「個人的目的Jとしたのは簡略化のためであり、納税者本人のみなら
ずスタッフによる使用も含むほか、より、一般的には、納税者の事業用資産を事業目的以外で使用することを
広く含むものである」と述べている。
48)論者Aの前掲書p.329
49) Bjorn Westberg & Elecnor Kristo妊ersson“Deductionin the EU V A T LA W" 
Wolters Kluwer "The Future of lndirect Taxation Recent Trends in V A T and GST Systems Around the 
World" 2012， Chapter25 p645-
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C-434/03のCharlesand Charles-τlJmens事件において、 ECJJ土、納税者は、こうした場合に、以
下の選択肢を有することを明らかにーしている。
(1)物品を事業用の資産に完全に配分する。
(2)物品を、個人的資産として、保有する。
(3 )実際に事業目的に使用する範囲に限って、当該物品を事業に統合(integrate)する。
これまで、 ECJにより明確に回答されてこなかった疑問は、納税者が、当該混合使用 (mixed
use)が事業目的と VAT対象外 (outof the scope of V A T)の目的の混合である場合にも、同様の
選択肢を有するか否かであった。
VNLTO事件でのECJの判断によると、物品やサービスが部分的に個人的使用目的で購入され
た場合にインプット VATが完全な控除が認められた理由は、 VAT指令16条に基づき、当該個人
的使用がアウトプット VATの対象となる、ということであった。この規定によると、事業者の
個人的使用またはそのスタッフの個人的使用、あるいは、無償での処分、さらに一般的には、自
己の事業以外の目的での適用のために、事業用資産の一部を形成する物品の納税者による適用は、
当該物品またはその一部に係る VATが完全にまたは部分的に控除可能となる場合には、対価性
のある物品の供給として取り扱うべきものとされていたのである。したがって、個人的使用は、
課税対象取引となる。個人的使用は課税対象取引となることから、この取引に関連したインプッ
トVATは控除可能である。事業用資産の一部を形成する不動産で、納税者の事業上の使用と個
人的使用または事業以外の目的の双方で使用される場合には、この資産に係る費用のVATは、
2011年より、当該資産に占める当該納税者の事業目的の比率に限定して、控除可能とされている。
VATの課税対象外の取引は、 16条により、課税対象取引には該当しない。したがって、 ECJ
は、 VATの課税対象外であるアウトプット活動に関連した取引に係るインプット VATの控除
の権利はない、と判断している (ECJ2009年2月12日、 CaseC-515/07 Nereniging Noordelijke 
Land (筆者注:以下、省略)。
混合使用に関する状況は、混合使用が事業目的と対象外目的 (out-of-scopepurpose)からなる
場合には、 VNLTOでの判断が示す以上に複雑なものとなる。 VAT指令18条によると、加盟国が
対価のある取引として取り扱うことができる、いくつかの種類の取引がある。一部の加盟国は、
他の加盟国以上に多くを対価性のある取引としている。(筆者注:以下、省略)
(参考)非課税と税額控除の制限
上記で取り上げた論者は、非課税と税額控除の制限の関係についても論じている50)。特に金融取
引の非課税の取扱いに関連して興味深い議論が展開されているが、本稿の論旨とは直接の関係はな
いので、これ以上言及しないこととする。
3. 3.論点の整理
3 . 3. 1. Securenta事件でのECJの判決の概要
本章では、ここまで、 Securenta事件に関する ECJの判決と、本件判決に関連した論点に関する
幾人かの論者の見解を紹介した。本節では、以上を踏まえ、課税対象外と税額控除の関係に焦点を
50)論者Aの前掲書pp.326-328および論者Bの前掲者pp.330-331など。
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絞り、 EUにおける議論の整理を試みたい。
Securenta事件では、納税義務者(課税事業者)が事業活動と非事業活動の双方を営んでいた場
合において、双方の活動に関連した費用に係る VATについて、税額控除が認められるか否か、あ
るいは、如何なる範囲で認められるか、双方の活動に按分するとして、その按分方法はどうすべき
か、が争われたものである。
本事件については、国内裁判所の審理において、当該納税義務者は次の三種類の活動を行ってい
たことが明らかとなっている。
第6次VAT指令の範囲内にない非経済活動
同指令の範囲内であるが、非課税とされる経済活動
課税される経済活動
以上の状況において、第一の論点は、特定のアウトプット取引に関連しない経費に関連したイン
プット VATを控除する権利を納税義務者が有しているか否か、有しているとしてそれは如何なる
範囲か、というものである。
第一の論点に係る ECJの判断は、当該経費に係る VATの控除は、納税義務者の VAT指令の範
囲内での経済活動に帰属する範囲で認められるというものであった。
第二の論点は、第一の論点での上記の結論を前提として、経済活動と非経済活動の間でのインプッ
トVATの配分は、投資フォーミュラによるべきか、取引フォーミュラによるべきか、というもの
である。
第二の論点に係る ECJの判断は、経済活動と非経済活動の間でのインプット VATの配分は加盟
国の裁量に委ねられるが、それら二種類の活動に実際に帰属するインプット経費部分を客観的に反
映したものとすべきである、というものであった。
3. 3. 2.判決が持つ意味
Securenta事件では、課税対象外である取引のみのために購入した物品またはサービスに含まれ
ている VATの税額控除の可否が争われたのではなく、諜税対象取引と課税対象外取引の双方に関
連した経費についての取扱いが争われたのである。そして、 iVAT指令の意味における納税者の経
済活動の範囲において税額控除は認められる」としている。
本件判決から、納税義務者には、課税取引を行うために購入した物品またはサービスのインプッ
トVATの取戻し(税額控除)だけが認められていることから、課税対象外である取引(不課税取引
あるいは非経済取引)のみのために購入した物品またはサービスのインプット VATは、税額控除
は全く認めらないという結論となるようにも読める。しかしながら、課税対象外であれば如何なる
場合にもインプット VATの控除が認められないとまでは明言していない。判旨からは必ずしも明
確ではないが、購入したインプットがVATの範囲内での経済活動で使用される場合には、当該イ
ンプットに係る VATを控除する権利はいまだ存続している、と考える余地が残されている。紹介
した論者たちの見解は、こうした見方を裏付けるものである。
次に、本件での ECJによる事実認定と結論を導く論旨に着目したい51)。裁判所の第一の質問に対
する回答部分である。そこでは、「株式の発行または非典型組合に関連した経費については、こうし
51)ここでは、 VATの範囲内である経済活動とそれ以外の経済活動の双方のためのインプットの取扱いが争わ
れている。
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た取引で納付したインプット VATを控除する権利が発生するためには、当該経費が、控除の権利
を発生させるアウトプット取引の費用の構成要素である必要がある」としている52)。
そして、主たる訴訟手続きにおいて「株式発行および金融持分の文脈のなかで実行されたサービ
スの供給に関連した支出は、同社が実行した川下の経済活動にのみ寄与するものではなく、これら
活動を生じさせる取引でないことJが囲内裁判所により確認されている。
このことから、同社の経費に、少なくとも、部分的には、第6次指令の範囲内にない活動であっ
て、税額控除の権利を発生させないものに係るものがある、と判断している。
要するに、課税対象外取引であって、かっ、 VAT指令の範囲内の経済活動に寄与するものでない
ことが、税額控除を否認するための根拠とされている。 iVAT指令の範囲内の経済活動に寄与する
ものでないことJに該当するのは、本件の場合には、「出資者(株主や非典型組合員)のための活動J
である。
以上の解釈を前提とすると、 EUVATでは、様々な課税対象外の取引のなかには、 VAT指令が
予定している経済活動の範囲内の取引と、 VAT指令が予定している経済活動の範囲外の取引があ
り、後者は税額控除の対象外であるが、前者にはついては、税額控除の可能性が残されている(あ
るいは、明確には判断されていない)とみることができる。後者の一例として、出資者のための費
用が挙げられおり、これは、 VATの川下取引とは無関係である53)。
なお、課税対象取引と課税対象外取引の双方に関連した費用であって、当該課税対象外取引につ
いて税額控除が認められないことが明確である場合(すなわち、 Securenta事件のケ}ス)の税額
控除の配分方法については、「それら二種類の活動に実際に帰属するインプット経費部分を客観的
に反映したものとすべきである」というものであった。具体的な配分の方法については、加盟国の
裁量に委ねられるのであるが、次の三つのフォーミユラが考えられている。
投資フォーミュラ
取引フォーミュラ
その他(実際使用フォーミュラなど)
実際使用フォーミュラは、実際の使用状況に応じて税額控除の範囲を決定するというものである
が、実務的には実行が困難と考えられる。
取引フォーミュラとは、非経済活動についても、その収入を基礎として計算するものである。例
えば、慈善団体が受ける補助金を収入とみなし計算する方法がその例である54)。
なお、この方式を用いた場合には、税額控除の減少幅が大きくなり、事業者への影響が大きくな
る懸念がある。また、この方式は無償取引には使えないという欠点がある。
また、投資フォーミュラは、資金源泉を基準とするものであるが、新規資本の調達といったケー
スでは有効である。ただし、この方式には、新たに取得した資金が経済活動と非経済活動の間でど
のように配分されたかを決定することが困難という欠点がある。
52)すなわち、当該費用が課税対象取引である課税売上げの価格(物品またはサービスの価格)に反映されるも
のであることが要請されると解してよいと思われる。
53)ここで、 1下取引とは、生産・流通のプロセスの中での、後の段階の取引を指すものと考えられる。
54)わが国の特定収入における調整割合の計算の仕組みは、取引ファーミユラの一例となろう。
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4.考察と結論
本章では、以上の EUでの議論とわが国の現状との比較を行い、論点の検討行いたい。
ところで、 EUVATとわが国の消費税を比較すると多くの点で相違点が存在するが、消費に対す
る一般間接税のうちの前段階税額控除方式を採用したという基本においては同一であり、そこでの
税額控除の範囲をどうするかという問題は共通の課題と考えられる。したがって、わが国の問題を
考察するに当たり、 EUVATでの議論を参照することは、両者の法制度に相違があるにしても、有
益であると考えられる。
4. 1. r事業としてjと「事業活動」
まず、わが国の消費税法で用いられている「事業として」の文言の意義は、 EUVATでの議論に
出てくる「事業活動 (businessactivities) Jとは同義であろうか55)。直ちに判断は出せないものの、
少なくとも、消費税と EUVATは、いずれも基本的には同一の仕組み(前段階税額控除の仕組み)
を持った一般間接税であることから、共通の理念が基礎にあると考えられる。
ここで、 EUVATにおける「事業活動」の考え方を再確認しておきたい。
EUVATでは、納税義務者(課税事業者)活動は、おおきく、「事業活動」と「非事業活動」から
構成されるものとされる。
「事業活動」には、「課税売上げJと「非課税売上げ」に対応する活動が含まれるが、必ずしも、
それだけに留まるものではない。 VATの範囲内と考えらえる活動はすべて事業活動とされる。換
言すると、納税義務者の VATでの役割を遂行するために必要な活動がここでの「事業活動」を意
味すると解されていると考えられる。
他方、「非事業活動」には、 VATでの役割の範囲外である活動が含まれる。具体的には、納税者
本人やそのスタッフあるいは株主のための活動が含まれる56)。
以上の論理をわが国の消費税法に当てはめると、どうなるであろうか。
法30条1項は、課税仕入れに係る定義において57)、「事業として」購入した物品あるいはサービス
に限り税額控除が認めることとしている。ここで、「事業として」の購入とは、課税事業者が、消費
税における前段階税額控除の仕組みを持った消費税のなかでの生産・流通過程における役割を果た
す範囲において行った購入を意味すると解すべきではないか、そして、こうした範囲からはずれた
購入は「事業として」には該当せず、したがって、そこで負担して消費税は税額控除は認められな
いことになるのではないか。
課税事業者は二つの側面を有していると考えられる。消費税の世界のなかでの役割を遂行する者
としての側面と、それ以外の側面である。換言すると、事業活動を行う者としての面と非事業活動
を行う者の面の二つである58)。
既述のとおり、実務では、法人の場合にはすべての購入を、個人の場合には家事費以外の購入を
「事業として」購入したものとして税額控除を認めている。この点に関しては、実務的な簡便性とい
55)なお、「事業活動」と「経済活動」は、基本的には同義で、用いられているものと解しておきたい。
56)具体的な解釈論レベルでの判断は、個々の税法の文言により判断されることとなろう。
57)法2条1項12号
58)ただし、具体的にどこで区分するかを明確にすることは、必ずしも容易でない。
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う観点から理解することも可能であるが、 EUVATの議論の比較でみると、やや控除範囲が広すぎ
るとの印象を受ける。 EUとの比較は別にしても、課税事業者が不当に過大な利益を享受している
のではないか、との疑念が残る59)。
4. 2.法4条4項の意味
法4条4項は、一定の行為について、これを課税売上げとみなすものである。
ところで、 EUVATにおいても、類似の規定が設けられている。第3章でみたとおり、 EUでは、
こうした「みなし売上げJを「インプット VATの事後的な控除否認Jと見ており、そこでは、納税
者に不当な金融上の便益を与えることが問題とされていた。すなわち、改正以前は、事業目的と非
事業目的の双方があるインプット VATについては、購入時に全額の控除を認め、資産の処分時に
個人的使用部分の税額控除の取戻しを行っていた。 2010年に改正が行われ、不動産に限り、税額控
除の範囲は、当初から事業活動に対応する部分に限定することとされている。
わが国の消費税法では、資産の購入の段階で、それが「事業として」取得されたものであれば税
額控除を認め、その後、一定の行為があった場合に60)、みなし課税売上げとしている。
現行のわが国の取扱いは、 EUの取扱いと比較すると、一種の簡便法とみることができる。ただ
し、 30条1項の「事業として」の範囲が広い一方で、 4条4項の範囲が狭いとの印象を受ける。現
行の取扱いは、課税事業者たる納税者を必要以上に優遇しており、事業者と非事業者との間での不
公平が大きいと考えられる61)。
4. 3.特定収入の持つ意味
法60条4項は、公共法人等や公益法人等が補助金や寄附金を受け取り、その資金で課税仕入れを
行った場合には税額控除を認めないこととしている。
ところで、公共法人等や公益、法人等が行っている活動の多くは、消費税が予定している税の転嫁
を前提とした事業活動ではない。公共の図書館や美術館、あるいは大学法人や宗教法人を考えてみ
ると、無償や低額でサービスを提供しており、売上げなどのアウトプットでインプットの費用を賄
う仕組みとはなっていない。すなわち、非事業活動のウェートが高く、収入の不足分は補助金や寄
附金で補填されている。
こうした収支構造の納税者に、課税売上げと非課税売上げのみの企業を想定した課税売上割合を
そのまま適用することは不合理である。
59)わが国では、所得税や法人税で用いられている概念が消費税でも用いられ、それらが同義であることが前提
として議論されているように思われる。しかしながら、所得税や法人税と消費税は、ある意味で、全く異なっ
た仕組みを持つものであり、直ちに、同義に解するには疑問がある。すなわち、所得税や法人税は所得に対す
る人税であり、いわば、その納税義務は、全人格的な意味での税負担を意味する。これに対して、消費税の納
税者は、本来の税負担者ではなく、最終消費者に税を転嫁するという、消費課税での一定の役割を果たすこと
が求められているだけである。
60)法4条4項に該当した場合
61)事業者本人だけではなく、そのスタッフのための取引や費用についても、これを「みなし売上」とすべきで
ないか、あるいは、課税仕入れにおいて「事業としてJの該当性を否認すべきでないかについて、再検討が必
要と考えられる。
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法60条4項の特定収入の考え方は、補助金や寄付金といった課税対象外の収入を売上収入と見な
し、これに対応する課税仕入れについて税額控除を否認したものと言えるのではないか。 EUVAT
との比較でいうと、事業活動と非事業活動の間での税額控除の配分と類似の考え方が取られている。
すなわち、プレ・プロラタの算式が利用され、そのなかでの取引フォーミュラ(売上高を基準とし
て配分)が採用されているといえる。
ただし、こうした取扱いは簡便法としては優れている面があるものの、それが妥当な結果をもた
らしているか否かについては更なる検討が必要であろう。ケースパイケ}スで実態をみていく必要
がある。場合によっては、投資フォーミュラあるいは実際使用フォーミュラが適切な場合があるよ
うに思われる。
4. 4.実務上の取扱いについて
4. 4. 1.課税売上割合を利用することの妥当性
前述のとおり、わが国の実務では、不課税の活動に対応する課税仕入れに含まれている消費税の
税額控除については、課税売上割合を利用して計算することとされている62)。
ここでも、ケースパイケ}スでの検討が必要となろう。検討項目としては、非課税をどう考える
か、不課税が恒久的に発生する場合と臨時的に発生する場合を分けて考える必要性はないか、事業
活動と非事業活動との対比に取引フォーミユラを適用することの妥当性はどうか、金融機関が受け
取る配当の取扱いはどうすべきか、配当は取ヲI(売上)かそれとも投資か、などの論点が考えられる63)0
4. 4. 2.株式の発行費用
株式の発行が納税者たる課税事業者の株主を含めた自己利益の追求を目的とした行為か、それと
も、 VATの世界での役割の遂行のための活動かのいずれであるかが、当該発行費用にかかる税額
控除の可否判断のポイントとなるのではないか。
4. 4. 3.国外取引関連費用
国外取引に関連した囲内費用については、当該国外取引が、当該納税者にとって今後の事業活動
の一部となり、課税売上げにつながるものであるか否かによって税額控除の可否を判断すべきでな
いか。単に法30条4項の文言解釈にのみ依存して結論を下すことは、不合理な結果をもたらす可能
性があると思われる。
4. 5.小括
課税対象外取引には、広い意味で消費課税での役割を遂行するという意味での事業活動の一部を
構成するものと、そうした事業活動の一部を構成しないものがある。前者は、直接的には課税取引
や非課税取引には該当しないものの、消費税あるいは VATの課税の仕組みの一部を構成し、事業
者の消費課税での役割を果たすための活動(取引先である買主から受け取った税を国庫に納付1する
こと)であり、広い意味での消費税の納税者としての事業活動に該当する。これに対応する費用は、
62)消費税税法基本通達11-2 -16 (不課税取引のために要する課税仕入れの取扱い)
63)ただし、これ以上の検討は、本稿の範囲を超えるので、別の機会に譲ることとしたい。
会計論叢第9号 -42 -
税額控除を認める余地があると考える。他方、後者は個人的活動に属するものであり、消費税や
VATの域外にあるものである。消費税や VATにおける役割を遂行するための活動とは言えない。
したがって、そうした活動に対応する費用に係る VATの税額控除を認めるべきではないと考える制。
前者の例としては、持株会社における企業グループ全体の事業活動を遂行するための費用、後者
の例としては役員や従業員のための保養施設の費用などが考えられる。
いずれにせよ、ここでの解釈でのポイントは、消費税法における「事業者」の位置付けや課税仕
入れにおける「事業として」の意味をどのように解するか、ということである。わが国の消費税法
の解釈は、所得税や法人税の解釈に準じたものとなりがちである。その結果、消費税の本来の仕組
みからみてやや不合理と見られる結果を生じさせている。納税者たる事業者が税額控除の認められ
る範囲が広いことを通じて必要以上に優遇される結果となっている。ただし、現行法を前提として
も、解釈を通じて、 EUVATの解釈にかなり接近させ、適切な範囲に税額控除を絞ることは考える。
しかしながら、解釈論による取扱いの変更には限界があり、より合理的で明確な取り扱いとなるよ
うな法改正が望ましい。
5. おわりに
本稿では、課税対象外と税額控除の関係について若干の考察を試みた。課税対象外とされる取引
と税額控除の関係は、消費税法の条文からは必ずしも明確ではない。税法上は、課税売上げと非課
税売上げの二者のみの取扱いを規定し、課税対象外の取扱いには直接には触れていないからである。
そうした事情は、 EUVATにおいても同様である。
そこで、 EUVATにおける最近の議論の展開を参考とし、わが国との対比を試みることとした。
わが国の消費税法において議論を展開する場合には、「事業として」の文言の解釈が中心となること
が明らかであった。さらに、この文言の解釈次第では、 EUVATでの議論と類似の議論が可能と考
えられた。
検討の結果、消費税法の「事業としてjは、 EUVATにおける「事業活動」に類似した概念であ
ると考えられ、両者の対比から得られた基本的な論理は次のとおりであった。
すなわち、納税者が事業活動(課税売上げと非課税売上げを含んだ物品およびサービスの売上げ)
と非事業活動(課税対象外取引あるいは不課税取引ともいう。)の双方を行っている場合において、
非事業活動に対応する費用(課税仕入れ)に含まれる消費税については、その費用が消費税の生産・
流通のプロセスのなかでの物品またはサービスの供給者としての役割の遂行のために発生した費用
に限り税額控除の対象となる。また、事業活動と非事業活動の双方に共通して用いられる費用につ
いては、適切な方法により当該費用に係る税額控除を按分することが必要である。
こうした基本的な理解に基づき、課税対象外と税額控除の関係を巡るいくつかの論点について検
討を行った。若干の成果はあったと自負するものの、いまだ明確になっていない課題が多く残され
ている。また、解釈論のレベルでは解決できず、税制改正により明確化を図ることが必要な部分も
少なくない。いずれにせよ、多段階課税の仕組みを持った一般間接税の論理を踏まえた今後一層の
検討が必要であると考える。
64)ただし、課税対象外には、消費課税の納税者としての活動に近いものから個人的活動に近いものまで様々な
段階があるであろう。
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